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物価高騰対応宿泊等促進キャンペーン事業業務委託 

仕様書 

 

１ 業務委託名 

  物価高騰対応宿泊等促進キャンペーン事業 

 

２ 委託期間 

  契約締結の日から令和９年１月 15 日まで 

  ただし、提案者において、より効果的な実施時期が考えられる場合は提案事項とする。

なお、実施期間は、「４ 業務概要（１）」を想定しているが、提案がある場合は市と協

議のうえ決定する。 

 

３ 業務目的 

本業務は、島田市内の対象宿泊施設の宿泊者を対象に島田市内のデジタルクーポン利

用可能店（以下、登録店という）で利用できるデジタルクーポン（以下、クーポンとい

う）を配付することにより、島田市内宿泊施設や島田市内観光施設、飲食店、土産物店

等における消費拡大を図り、物価高騰の影響を受ける観光関連事業者等の支援を目的と

する。 

 

４ 業務概要 

  島田市 LINE 公式アカウント又はスマートフォン等で利用できるアプリケーション（以

下「クーポンアプリ」という。）を利用したクーポンの配付。 

（１）配付するクーポンの概要（詳細については、「５ 業務委託内容」のとおり） 

配付対象者 

市内対象宿泊施設の宿泊者 

※LINE、クーポンアプリを使用できるスマートフォン等を持っている者

に限る。 

券の種類 デジタルクーポン 

スケジュール 

（想定） 

① クーポン配付期間 

令和８年９月１日（火）から令和８年 11 月 15 日（日）まで 

② クーポン利用可能期間 

令和８年９月１日（火）から令和８年 11 月 30 日（月）まで 

※クーポンの利用が委託者の定める額に達した場合、期間の途中でも配

付及び利用を中止する。 

配付総額 20,000 千円 
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（クーポン原資） ※ただし、より効果的な誘客に繋がるための設定や手法などがある場合

は提案事項とする。 

配付額 

１人あたり 2,000 円 

※500 円割引券×４枚を想定しているが、より効果的な消費額増加に繋

がる手法などがある場合は提案事項とする。 

配付方法 

対象宿泊施設にて専用二次元コードをチェックイン時に読み取り、島田

市 LINE 公式アカウント又はクーポンアプリの登録を行った後、アンケ

ート回答をした対象者に対してクーポンを配付する。 

利用方法 

クーポン利用可能期間中に各登録店にて専用二次元コードを読み取り、 

クーポンを利用する。 

※LINE の場合はリッチメニューから、クーポンアプリの場合はアプリ

起動画面からシステムに遷移できること。 

換金方法 受注者が事業者の指定する口座に入金する。 

登録店数 500 店（想定）  

対象宿泊施設数 

35 施設（想定） 

※市内に施設を有し、現に事業を営み、事業継続の意思があるものに限

る。 

 

（２）クーポンの利用対象とならないもの 

①土地・家屋購入、家賃・地代・駐車料等の不動産に関わる支払い 

②税金、保険料及び電気・水道・ガス・電話料金の支払い、その他収納代行による支

払い 

③有価証券、商品券、ビール券、おこめ券、図書券、切手、印紙、プリペイドカード、 

旅行券、乗車券等の換金性の高いものの購入 

④プレミアム分が加算されている回数券の購入 

⑤月謝、会費、サブスクリプションなどの支払い 

⑥現金への換金、宝くじ、公共ギャンブル、パチンコ等への支払い 

⑦事業に伴って使用する原材料、機器類や仕入れ商品の購入等、買掛金、未払金等の 

支払い 

⑧たばこ事業法（昭和 59 年法律第 68 号）第２条第１項第３号に規定する製造たばこ

の購入 

⑨保険診療の支払い 

⑩風俗営業等の規制及び業務の適正化に関する法律（昭和 23 年法律第 122 号）第２条

第５項に規定する性風俗関連特殊営業において提供される役務 
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⑪特定の宗教・政治団体と関わるものや公序良俗に反するもの 

⑫利用期間外の商品購入、サービス提供の対価として支払われるもの 

⑬宿泊費用の支払い（ただし、宿泊施設内に併設された観光施設等での支払いは対象

とする） 

⑭その他、委託者が不適当と認めるもの 

 

（３）クーポンの使用に関する留意点 

①クーポン利用可能期間内、登録店に限り利用可能とする。 

②譲渡および転売は禁止する。 

③現金への払い戻しおよび引き換えは禁止する。 

④他の割引、クーポンとの併用は、可能とする。（併用時、他の割引後の支払金額が「５ 

業務委託内容（２）⑥」に記載の利用条件を満たす場合に本割引を適用。） 

 

５ 業務委託内容 

クーポンの配付等を行うための事務局の設置、クーポン配付システムの構築、クーポ

ンの配付、対象宿泊施設対応、登録店対応、対象宿泊施設・登録店・利用者へのアンケ

ート実施、登録店への振込、データ管理及び実績報告等の一連の業務を委託する。 

なお、内容の詳細については、委託者と受注者で協議を行い、確定するものとする。 

（１）事務局の設置 

①委託業務の統括管理者を選任すること。 

②少なくとも平日午前８時 30 分から午後５時 15 分の間は、常に連絡の取れる業務担

当者を配置すること。 

③委託業務に必要な人員を配置し、トラブル等が生じた場合においても迅速に対応で

きる体制を構築すること。 

④委託業務実施に係る作業場所、使用機器および使用材料は、受注者で準備すること。 

⑤対象宿泊施設や登録店等との連絡調整を行うこと。 

⑥クーポン利用可能期間内での利用額が市の定める額に達する見込みとなった場合、

早期利用中止に向け連絡調整を行うこと。 

⑦適宜、委託者と協議、報告、相談および連絡を行い、適切に進捗管理を行うこと。 

⑧その他必要な業務を行うこと。 

 

（２）システムの構築及びクーポンの配付等 

①対象宿泊施設の宿泊者に対して、クーポンを配付し、利用し、及び管理するための

システムを構築する。 
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②クーポン利用可能期間中に各登録店にて専用二次元コードを読み取って会計金額を

入力することでクーポンを利用する。 

LINE の場合はリッチメニューから、クーポンアプリの場合はアプリ起動画面からシ

ステムに遷移できること。 

③登録店情報をもとに、利用者がクーポンを利用できる登録店を容易に探すことがで

きるシステムとする。登録店の掲載内容は、事前に委託者と協議の上決定すること。 

④クーポンの利用額が市の定める額に達した場合、配付及び利用を中止する。また、

事前に委託者に協議、報告の上、配付及び利用中止の通知等を利用者及び対象宿泊

施設、登録店に知らせること。 

⑤クーポンは、 

１枚利用の場合は 500 円（税込）以上、 

２枚利用の場合は 1,000 円（税込）以上、 

３枚利用の場合は 1,500 円（税込）以上、 

４枚利用の場合は 2,000 円（税込）以上の会計で利用できるものを想定しているが、

より効果的な手法等がある場合は提案事項とする。 

⑥クーポンの配付は、１アカウントにつき１回とする。 

⑦クーポンの利用方法は、スマートフォン等のモバイル端末で登録店に設置する専用

二次元コードを読み取り利用するなど、専用機器等の設置を行わずに利用できるも

のとする。 

⑧売上高（割引前会計金額）の状況、クーポンの配付状況、登録店ごとの利用状況、

登録店への振込状況を随時確認できるなど、委託者が事業の進捗及び予算管理を適

切に行うことができる仕組みとする。 

⑨クーポン利用可能期間を過ぎたクーポンを利用できないように制御する。 

⑩同一アカウントでクーポンを複数回取得できないよう対策を講じる。 

⑪対象宿泊施設の宿泊者に対してのみ、クーポンが配付されるよう対策を講じる。 

⑫本市宿泊客数を踏まえ、クーポンの利用時におけるシステムへの同時アクセスに耐

えうるシステムを構築する。 

⑬システムへの不正アクセス、ウイルス侵入等への防止策および情報流出等のセキュ

リティ対策を講じるとともに、クーポンの不正利用防止に係る対策を十分に講じる。 

 

（３）対象宿泊施設対応 

  ①市が作成する対象宿泊施設予定リストを基に、対象宿泊施設を募集及び対象宿泊施

設申込の受付を行い、対象宿泊施設一覧表を作成する。 

②対象宿泊施設に設置する専用二次元コード、クーポン取得コード、対象宿泊施設用
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マニュアル、ポスター、チラシを作成し、対象宿泊施設へ送付する。また、製作物

は、PDF 等の電子データで委託者にも提供する。 

＜想定数＞※委託者と協議の上決定をすること。 

    ・専用二次元コード     35 個 

    ・クーポン取得コード    40,000 部 

    ・対象宿泊施設用マニュアル 35 部 

    ・Ａ３ポスター       35 枚 

    ・Ａ４チラシ        35 枚 

    ・Ａ４チラシ（多言語対応版）35 枚 

③対象宿泊施設用マニュアルは、対象宿泊施設が円滑に対応できるような内容とする。 

④対象宿泊施設用マニュアルには、クーポンの取得・利用方法のほか、対象宿泊施設

としての遵守事項および禁止事項等を分かりやすく掲載すること。 

⑤予算執行状況等により、クーポン利用可能期間等を変更した場合、対象宿泊施設と

速やかに連絡調整すること。 

⑥対象宿泊施設を対象に説明会の開催や対象宿泊施設用のマニュアルの配付等により、

本事業の概要及び利用方法等についての説明を実施する。 

 

（４）登録店対応 

①登録店募集のシステム構築 

   登録店の申込みフォームを作成し、登録店申込の受付を行い、登録店一覧表を作成

する。なお、参加店舗登録の最終決定は、委託者が行うものとする。 

②登録店に設置する専用二次元コード、登録店であることを判別できるポスター、チ

ラシ、ステッカー、登録店用マニュアルを作成し、登録店へ送付する。また、製作

物は、PDF 等の電子データで委託者に提供する。 

  ＜想定数量＞※委託者と協議の上決定をすること。 

   ・専用二次元コード  500 個 

・Ａ３ポスター    500 枚 

   ・Ａ４チラシ     2,500 枚 

   ・ステッカー      500 枚 

   ・登録店用マニュアル 500 部 

③登録店用のマニュアルは、登録店が円滑に対応できるような内容とする。 

④登録店用のマニュアルには、クーポンの利用方法のほか、換金に関する事項、登録

店としての遵守事項および禁止事項等を分かりやすく掲載すること。 

⑤予算執行状況等により、クーポン利用可能期間等を変更した場合、登録店と速やか
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に連絡調整すること。 

⑥登録店を対象に説明会の開催や登録店用のマニュアルの配付等により、本事業の概

要及び利用方法等についての説明を実施する。 

 

（５）利用者対応 

   利用者向けに、クーポンの利用方法について周知すること。また、訪日外国人旅行

者向けの対応方法がある場合は提案すること。 

 

（６）アンケートの実施 

  ①対象宿泊施設や登録店、利用者へのアンケートを実施する。 

②アンケートの対象者や方法、項目等の詳細については委託者と協議の上決定するこ

と。 

    

（７）クーポン利用金額の振込 

①登録店への振込は、金融機関を利用するなど、安全かつ確実な方法で行うこと。 

②振込は、利用者が登録店で利用する専用二次元コードから取得する情報を元に振込

データを作成し行うこと。 

③振込は、登録店の運営に影響を来さないよう、１か月に一度以上行うこと。 

④振込における手数料等の経費は委託料に含むものとし、登録店はこれを負担しない。 

⑤事業期間が終了するまで、クーポンの利用金額等を適切に管理すること。 

⑥振込において利用金額に相違がある場合等は、原因究明を行い、責任をもって対応

すること。 

⑦登録店への振込誤りが無いように十分に確認すること。 

 

（８）データ管理・提供 

①業務に伴い収集および作成したデータは、セキュリティ対策を施すとともに、紙デ

ータがある場合は、施錠できる書庫で保管すること。 

②利用実績（利用者属性、利用金額、利用日時、利用店等）、登録利用者、登録店等に

関するデータは、委託者の求めに応じ提供すること。 

 

（９）クーポン分原資の支払および精算について 

①クーポン分原資は委託料に含めるが、事務費とは別に受注者に支払う。 

②クーポン分原資は、概算払いする。 受注者への送金時期、送金時の送金額等につい

ては、委託者と受注者が協議の上決定する。 
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③すべての業務を完了するまで、委託者から支払を受けたクーポン分原資を専用の口

座において適切に管理すること。 

④本業務終了後、委託者から支払を受けたクーポン分原資に残額が生じた場合は、委

託者が発行する返納通知書により速やかに委託者に返納すること。 

 

（10）委託業務報告書等の作成・提出 

①本事業におけるクーポンの利用、換金等に係る委託業務報告書を作成し、委託者に

提出すること。 

②本事業において収集した情報、データベースで管理していたデータ一式等を整理し、

次のとおり委託者に提出すること。 

ア 電子データ １部 

イ 以下の（ア）～（キ）の事項について、随時メール等で状況報告を行うこと。 

（ア）島田市 LINE 公式アカウント登録者又はクーポンアプリ登録者、クーポン利

用者に関する事項 

（イ）クーポンに関する事項 

（ウ）登録店に関する事項 

（エ）対象宿泊施設に関する事項 

（オ）換金に関する事項 

（カ）アンケートに関する事項 

（キ）その他委託者が指示する事項 

③上記報告書等の著作権は、本市に帰属する。 

 

６ 留意事項 

（１）本事業の実施に当たっては、島田市暴力団排除条例（平成 24 年島田市条例第 31 号）

をはじめ、個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号）及び島田市個人情

報の保護に関する法律施行条例（令和５年島田市条例第２号）」等関係法令を遵守し、

委託者と協議を重ねながら、適正に履行すること。 

（２）受注者は、従事者に対して、本仕様書及び個人情報の保護に関する法令等を熟知さ

せ、個人情報保護等に関する研修を随時実施し、公正かつ厳正な業務の遂行に努める

ものとする。 

（３）本仕様書により制作された成果品の一切の著作権（著作権法第 27 条及び第 28 条の

権利を含む｡）は、完了検査をもって全て委託者に移転すること。 

（４）納品画像等に関する著作権肖像権等の権利は委託者に帰属するよう整理すること。 

（５）受注者は、委託者が認めた場合を除き、成果品に係る著作者人格権を行使しないも
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のとする。 

（６）成果品については、第三者の知的財産権を侵害していないことを保証すること。 

（７）第三者から知的財産権の侵害の申立てを受けたときには、受注者の責任（解決に要

する一切の費用負担を含む｡）において解決すること。 

（８）委託者は、必要に応じて受託者に対して委託事業の処理状況について調査し、報告

を求めることができる。 

 

７ 個人情報の保護 

受注者は、この業務を処理するために個人情報を取り扱う場合は、別記「個人情報取

扱特記事項」遵守すること。 

 

８ その他 

（１）本仕様書の内容については、事業の概要を示したものであり、詳細については、企

画提案の内容に基づき、委託者と契約予定者による協議のうえ、必要な変更を加えて

確定するものとする。 

（２）本業務を実施するにあたり、必要な部分については再委託を認める。ただし、事前

に委託者の承諾を得なければならない。なお、再委託を行う場合は、必ず再委託先の

事業者と個別に契約を交わし、商品券を取り扱う業務においては、盗難・紛失、滅失

等が発生した場合の責任の分担を予め取り決めておくこと。 

（３）受注者の責任に起因する損害については、受注者の責任において賠償すること。 

（４）本業務の遂行にあたっては、必要な関係書類を整備し、委託者から提出を求められ

た場合には速やかに提出すること。 

（５）本業務の実施に伴い作成した成果物の著作権は、委託者に帰属する。 

（６）本業務に関して問題が生じた場合、緊急の対応が必要になった場合、また疑義が生

じた場合には、直ちに委託者と協議し、必要な措置を講じること。 

（７）事故等の発生を確認したときは、直ちに委託者に報告するとともに、必要な措置を

速やかに講じること。また、その発生原因が受注者にあるときは、受注者が責任をも

って適切に対処し、委託者に対して事故の内容及び対応結果、再発防止策等について

直ちに報告すること。 

（８）業務終了後において、受注者の責任に帰する理由による成果品の不良箇所が発見さ

れた場合は、速やかに委託者が必要と認める訂正、補正等その他必要な措置を行うも

のとし、これに要する経費は受注者の負担とする。 

（９）本事業の実施スケジュール等を明らかにした業務計画書を作成し、委託者の承認を

得ること。 
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（10）本仕様書に定めのない事項及び本仕様書に定める内容について疑義が生じたとき

は、委託者と受託者が協議のうえ定めることとする。 


